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新しい時代の学びの環境整備に向けた緊急提言

去る５月２５日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言

が全面的に解除され、学校においては概ね授業が再開されているところである。

一方、公立小・中学校の普通教室の平均面積は６４㎡であり、現在の４０人学級

では、感染症予防のために児童・生徒間の十分な距離を確保することが困難であ

ることから、その対応が学校現場において大きな課題となっている。こうした実

情を踏まえて、今後予想される感染症の再拡大時にあっても必要な教育活動を継

続して、子どもたちの学びを保障するためには、少人数学級により児童・生徒間

の十分な距離を保つことができるよう教員の確保が是非とも必要である。

また、学校の臨時休業等の緊急時においてもオンライン学習ができる環境を充

実させ、新しい時代の学びを支える環境を整備することが必要である。ハード整

備が先行して進む「ＧＩＧＡスクール構想」において、最適な学びを実現するた

めには、少人数によるきめ細やかな指導体制が必要であり、学習用ソフトウェア

を含む端末・ネットワーク環境の改善及びそれらを有効活用するためのＩＣＴ教

育人材の配置の充実が必要である。

こうしたことから、国におかれては、

（１）少人数編制を可能とする教員の確保

（２）ＧＩＧＡスクールサポーター等のＩＣＴ教育人材の配置充実

（３）更新費用やランニングコスト等も含めたＩＣＴ環境整備に必要な財政

措置の拡充

など、学校教育環境の整備を早急に図ることを強く要望する。

令和２年７月２日

全国知事会会長 飯泉 嘉門

全国市長会会長 立谷 秀清

全国町村会会長 荒木 泰臣
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  大阪市立小学校  学校配置の適正化の推進のための指針

大阪市立小学校 学校配置の適正化の推進のための指針

 令和2年4月改正

 大阪市の小学校の児童数は、昭和54年度は約24万2千人だったが、令和元年度には約11万5千人と半減している一方で、学校数は、昭

和54年度の290校から、令和元年度には287校と、児童数の減少と比べて、減少していない状況がある。

 このような長年の少子化傾向に起因する児童数の減少の結果、小学校の小規模化が進行し、学年によっては単学級が生じ、さらに複式学

級を有する学校も存在している。

 一般的に小規模校は「学校としてまとまりやすい」「児童一人一人の生活実態が把握しやすい」などの利点がある一方で、「教育活動の幅が

狭くなる」「互いに切磋琢磨する機会が少なくなる」また「クラス替えができないので人間関係が固定化する」などの教育環境に関する課題があ

る。

 集団活動を通して得られる、人と協調する力、困難な問題に対応する力は、子どもたちが将来、社会生活を営む上で不可欠である。

 こうしたことから、大阪市では平成22年の大阪市適正配置審議会の「今後の学校配置の適正化の進め方について（答申）」に基づき、児

童のより良い教育環境の整備を図るため、区長と連携しながら学校配置の適正化の取組みを進めているところである。

 しかしながら、学校配置の適正化の取組みを進めるにあたり、適正配置対象校の保護者や地域住民に対して、統合に対する理解を深めて

いただくための協議を重ねている中で、学校が地域コミュニティの核となっていること、学校に対する強い愛着心があること、また小規模校で十分

満足しており統合の必要性を感じていないなどの理由で理解を得られないこともあり、協議が長期化することも少なくない状況にある。

 これらの状況を踏まえ、子どもたちのより良い教育環境の確保と教育活動の充実を早期に実現させるためには、学校配置の適正化をより円

滑に推進することが重要であるとして、平成26年3月に大阪市としての「学校配置の適正化の推進のための指針」を策定し、これまで取り組ん

できたところであるが、保護者や地域住民の主体性に委ねた進め方では関係者間の意見がまとまりにくく、取り組みの必要性に対する認識が共

有されない状況が生じてきた。

 今後、全市的にさらなる少子化が見込まれるなか、将来を見据え、持続的に良好な教育環境を提供していくためには、子どもの教育環境改

善の観点を第一に据え、行政が主体的に責任をもって解決を図る必要があることから、学校配置の適正化の基準と進め方について、教育委員

会、総合教育会議での議論により条例等で規定する方針を決定し、市会の決議を経て条例が令和2年2月に公布されたことから、条例等の

規定を反映し、「学校配置の適正化の推進のための指針」を改正するものである。

 大阪市における学校配置の適正化に関する課題については、有識者で構成する大阪市学校適正配置審議会（以下「審議会」という。）

において検討を重ねてきたところであり、第2次答申（昭和56年3月）以降、教育委員会においては、答申内容を踏まえて、旧の北区・東区・

南区の都心3区を中心に、学校配置の適正化を進めてきた。

 しかしながら、長年の少子化傾向に起因する児童数の減少の結果、児童・生徒数300名未満の規模の学校が小学校・中学校全体の4分

の1を超えるまでになり、市内の全ての区に存在するという状況に至ったことから、教育委員会から平成15年7月に、「学校規模・配置の適正化

に関する基本方針、ならびに適正化のための具体的方策」について審議会へ諮問し、翌平成16年9月に「学校規模・配置の適正化に関する

答申」（以下「16年答申」という。）を受けた。

 16年答申では、まず学校規模に関して、第1次答申（昭和55年1月）における300名を過小規模の基準とした大阪市の過小規模基準は

現在においても妥当といえると整理された。
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（別紙１）

授業料 入学料 授業料 入学料 授業料 入学料
円 円 円 円 円 円

昭和 50 36,000 50,000 27,847 25,068 182,677 95,584
51 96,000 ↓ 66,582 74,220 221,844 121,888
52 ↓ 60,000 78,141 80,152 248,066 135,205
53 144,000 ↓ 110,691 90,909 286,568 157,019
54 ↓ 80,000 134,618 104,091 325,198 175,999
55 180,000 ↓ 157,412 119,000 355,156 190,113
56 ↓ 100,000 174,706 139,118 380,253 201,611
57 216,000 ↓ 198,529 150,000 406,261 212,650
58 ↓ 120,000 210,000 167,265 433,200 219,428
59 252,000 ↓ 236,470 178,882 451,722 225,820
60 ↓ ↓ 250,941 179,471 475,325 235,769
61 ↓ 150,000 252,000 219,667 497,826 241,275
62 300,000 ↓ 290,400 230,514 517,395 245,263
63 ↓ 180,000 298,667 261,639 539,591 251,124

平成 元 339,600 185,400 331,686 268,486 570,584 256,600
2 ↓ 206,000 337,105 287,341 615,486 266,603
3 375,600 ↓ 366,032 295,798 641,608 271,151
4 ↓ 230,000 374,160 324,775 668,460 271,948
5 411,600 ↓ 405,840 329,467 688,046 275,824
6 ↓ 260,000 410,757 357,787 708,847 280,892
7 447,600 ↓ 440,471 363,745 728,365 282,574
8 ↓ 270,000 446,146 371,288 744,733 287,581
9 469,200 ↓ 463,629 373,893 757,158 288,471

10 ↓ 275,000 469,200 375,743 770,024 290,799
11 478,800 ↓ 477,015 381,271 783,298 290,815
12 ↓ 277,000 478,800 383,607 789,659 290,691
13 496,800 ↓ 491,170 387,200 799,973 286,528
14 ↓ 282,000 496,800 394,097 804,367 284,828
15 520,800 ↓ 517,920 397,327 807,413 283,306
16 ↓ ↓ 522,118 397,271 817,952 279,794
17 535,800 ↓ 530,586 401,380 830,583 280,033
18 ↓ ↓ 535,118 400,000 836,297 277,262
19 ↓ ↓ 536,238 399,351 834,751 273,564
20 ↓ ↓ 536,449 399,986 848,178 273,602
21 ↓ ↓ 536,632 402,720 851,621 272,169
22 ↓ ↓ 535,962 397,149 858,265 268,924
23 ↓ ↓ 535,959 399,058 857,763 269,481
24 ↓ ↓ 537,960 397,595 859,367 267,608
25 ↓ ↓ 537,933 397,909 860,266 264,417
26 ↓ ↓ 537,857 397,721 864,384 261,089
27 ↓ ↓ 537,857 397,721 868,447 256,069
28 ↓ ↓ 537,809 393,426 877,735 253,461
29 ↓ ↓ 538,294 394,225 900,093 252,030
30 ↓ ↓ 538,633 393,618 904,146 249,985

令和 元 ↓ ↓ 538,734 392,391 - -
（注）①　年度は入学年度である。
　　　②　国立大学の平成１６年度以降の額は国が示す標準額である。

年度

　　　③　公立大学・私立大学の額は平均であり、公立大学入学料は地域外からの
　　　　入学者の平均である。

 国公私立大学の授業料等の推移

国立大学 公立大学 私立大学

文部科学省高等教育局作成　2020 年 7月 10 日
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経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）第13条2（b）及び（c）の規定に係る留保の撤回（国連へ
の通告）について

平成24年9月

 日本国政府は，昭和41年12月16日にニューヨークで作成された「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約」（社会権規約）の批准書を寄託した際に，同規約第13条2（b）及
び（c）の規定の適用に当たり，これらの規定にいう「特に，無償教育の漸進的な導入により」に拘束されない権利を留保していたところ，同留保を撤回する旨を平成24年9月11日に国
際連合事務総長に通告しました。

 この通告により，日本国は，平成24年9月11日から，これらの規定の適用に当たり，これらの規定にいう「特に，無償教育の漸進的な導入により」に拘束されることとなります。

（参考）

 社会権規約13条2（b）及び（c）≪抜粋≫

第13条2

（b）種々の形態の中等教育（技術的及び職業的中等教育を含む。）は，すべての適当な方法により，特に，無償教育の漸進的な導入により，一般的に利用可能であり，
かつ，すべての者に対して機会が与えられるものとすること。

（c）高等教育は，すべての適当な方法により，特に，無償教育の漸進的な導入により，能力に応じ，すべての者に対して均等に機会が与えられるものとすること。
（注）我が国は，社会権規約を批准した際，上記規定の適用に当たり，強調文字部分に拘束されない権利を留保。
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大阪府内　　　２５大学・短大で減免の声あがる

国公立

私立

日本共産党大阪府委員会調査・作成　2020 年 5月 28 日時点
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